
部局名 健康部

課  名 介護保険課

№ 根拠 根拠規定の名称 条項

1 法令 介護保険法 第12条第3項

2 法令 介護保険法
第27条第1項、第7
項

3 法令 介護保険法
第28条第2項、第4
項

4 法令 介護保険法
第29条第1項、第2
項

5 法令 介護保険法
第32条第1項、第6
項

6 法令 介護保険法
第33条第2項、第4
項

7 法令 介護保険法
第33条の2第1項、
第2項

8 法令 介護保険法 第36条

9 法令 介護保険法 第37条第4項

10 法令 介護保険法 第41条第1項

11 法令 介護保険法 第42条第1項

12 法令 介護保険法 第42条の2第1項

13 法令 介護保険法 第42条の3第1項

14 法令 介護保険法 第44条第1項

15 法令 介護保険法 第45条第1項

16 法令 介護保険法 第46条第1項

17 法令 介護保険法 第47条第1項

18 法令 介護保険法 第48条第1項

19 法令 介護保険法 第49条第1項

20 法令 介護保険法 第50条

要介護認定

要介護認定の更新

要支援認定

要支援認定の更新

要支援状態区分の変更の認定

住所移転後の要介護認定及び要支援認
定

申請に対する処分一覧

被保険者証の交付

要介護状態区分の変更の認定

介護保険サービスの種類の指定変更

居宅介護サービス費の支給

特例居宅介護サービス費の支給

地域密着型介護サービス費の支給

特例地域密着型介護サービス費の支給

居宅介護福祉用具購入費の支給

居宅介護住宅改修費の支給

居宅介護サービス計画費の支給

特例居宅介護サービス計画費の支給

施設介護サービス費の支給

特例施設介護サービス費の支給

居宅介護サービス費等の額の特例

申請に対する処分の内容

様式Ａ－１



部局名 健康部

課  名 介護保険課

№ 根拠 根拠規定の名称 条項

申請に対する処分一覧

申請に対する処分の内容

様式Ａ－１

21 法令 介護保険法 第51条第1項

22 法令 介護保険法 第51条の2第1項

23 法令 介護保険法 第51条の3第1項

24 法令 介護保険法 第51条の4第1項

25 法令 介護保険法 第53条第1項

26 法令 介護保険法 第54条第1項

27 法令 介護保険法 第54条の2第1項

28 法令 介護保険法 第54条の3第1項

29 法令 介護保険法 第56条第1項

30 法令 介護保険法 第57条第1項

31 法令 介護保険法 第58条第1項

32 法令 介護保険法 第59条第1項

33 法令 介護保険法 第60条

34 法令 介護保険法 第61条第1項

35 法令 介護保険法 第61条の2第1項

36 法令 介護保険法 第61条の3第1項

37 法令 介護保険法 第61条の4第1項

38 法令 介護保険法 第78条の2第1項

39 法令 介護保険法 第78条の12

40 法令 介護保険法 第78条の13第1項
複合型サービスに係る指定地域密着型
サービス事業者の公募指定

介護予防サービス費等の額の特例

高額介護予防サービス費の支給

高額医療合算介護予防サービス費の支
給

特定入所者介護予防サービス費の支給

特例特定入所者介護予防サービス費の
支給

指定地域密着型サービス事業者の指定

指定地域密着型サービス事業者の指定
の更新

高額介護サービス費の支給

高額医療合算介護サービス費の支給

特定入所者介護サービス費の支給

特例特定入所者介護サービス費の支給

介護予防サービス費の支給

特例介護予防サービス費の支給

地域密着型介護予防サービス費の支給

特例地域密着型介護予防サービス費の
支給

介護予防福祉用具購入費の支給

介護予防住宅改修費の支給

介護予防サービス計画費の支給

特例介護予防サービス計画費の支給



部局名 健康部

課  名 介護保険課

№ 根拠 根拠規定の名称 条項

申請に対する処分一覧

申請に対する処分の内容

様式Ａ－１

41 法令 介護保険法 第79条第1項

42 法令 介護保険法 第79条の2第1項

43 法令 介護保険法 第115条の12第1項

44 法令 介護保険法 第115条の21

45 法令 介護保険法 第115条の22第1項

46 法令 介護保険法 第115条の31

47 法令 介護保険法
第115条の45の5第1
項

48 法令 介護保険法
第115条の45の6第1
項

49 法令 介護保険法施行規則 第27条第1項

50 法令 介護保険法施行規則
第83条の6第1項（第97条の4及び
第172条の2において準用する場
合を含む。）

51 法令 介護保険法施行規則
第83条の6第7項（第97条の4及び
第172条の2において準用する場
合を含む。）

52 法令 介護保険法施行規則
第83条の8第1項（第97条の4及び
第172条の2において準用する場
合を含む。）

53 例規 都城市介護保険条例 第9条第1項

54 例規 都城市介護保険条例 第10条第1項

指定居宅介護支援事業者の指定

指定居宅介護支援事業者の指定の更新

指定地域密着型介護予防サービス事業
者の指定の更新

第１号事業における指定事業所の指定

第１号事業における指定事業所の指定
の更新

指定介護予防支援事業者の指定

指定介護予防支援事業者の指定の更新

保険料の徴収猶予

保険料の減免

被保険者証の再交付及び返還

特定入所者の負担限度額の認定

負担限度額認定証の再交付

指定地域密着型介護予防サービス事業
者の指定

負担限度額及び特定負担限度額の差額
の支給



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

1

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

被保険者証の交付

1日

介護保険法

介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法施行規則】
（被保険者証の交付）
第二十六条　市町村は、第一号被保険者並びに第二号被保険者（法第九条第二号
に規定する被保険者をいう。以下同じ。）のうち法第二十七条第一項又は第三十
二条第一項の規定による申請を行ったもの及び法第十二条第三項の規定に基づき
被保険者証の交付を求めたものに対し、様式第一号による被保険者証を交付しな
ければならない。

基準所管課

条 項

第12条第3項

第26条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

2

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

要介護認定

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(要介護認定)
第二十七条　要介護認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めると
ころにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならな
い。この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、
第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉
施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の
四十六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代
わって行わせることができる。
。
７　市町村は、第五項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の
結果に基づき、要介護認定をしたときは、その結果を当該要介護認定に係る被保
険者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事項
を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。
一　該当する要介護状態区分
二　第五項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見

基準所管課

条 項

第27条第1項、第7項

第27条第1項、第7項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

3

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

要介護認定の更新

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(要介護認定の更新)
第二十八条　（略）
２　要介護認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要介護状態に
該当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対
し、当該要介護認定の更新（以下「要介護更新認定」という。）の申請をするこ
とができる。
３　（略）
４　前条(第八項を除く。)の規定は、前二項の申請及び当該申請に係る要介護更
新認定について準用する。この場合において、同条の規定に関し必要な技術的読
替えは、政令で定める。

基準所管課

条 項

第28条第2項、第4項

第28条第2項、第4項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

4

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

要介護状態区分の変更の認定

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(要介護状態区分の変更の認定)
第二十九条　要介護認定を受けた被保険者は、その介護の必要の程度が現に受け
ている要介護認定に係る要介護状態区分以外の要介護状態区分に該当すると認め
るときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要介護状態区分
の変更の認定の申請をすることができる。
２　第二十七条及び前条第五項から第八項までの規定は、前項の申請及び当該申
請に係る要介護状態区分の変更の認定について準用する。この場合において、こ
れらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

基準所管課

条 項

第29条第1項、第2項

第29条第1項、第2項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

5

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和元年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

要支援認定

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(要支援認定)
第三十二条　要支援認定を受けようとする被保険者は、厚生労働省令で定めると
ころにより、申請書に被保険者証を添付して市町村に申請をしなければならな
い。この場合において、当該被保険者は、厚生労働省令で定めるところにより、
第四十六条第一項に規定する指定居宅介護支援事業者、地域密着型介護老人福祉
施設若しくは介護保険施設であって厚生労働省令で定めるもの又は第百十五条の
四十六第一項に規定する地域包括支援センターに、当該申請に関する手続を代
わって行わせることができる。
６　市町村は、第四項前段の規定により通知された認定審査会の審査及び判定の
結果に基づき、要支援認定をしたときは、その結果を当該要支援認定に係る被保
険者に通知しなければならない。この場合において、市町村は、次に掲げる事項
を当該被保険者の被保険者証に記載し、これを返付するものとする。
一　該当する要支援状態区分
二　第四項第二号に掲げる事項に係る認定審査会の意見

基準所管課

条 項

第32条第1項、第6項

第32条第1項、第6項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

6

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

要支援認定の更新

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(要支援認定の更新)
第三十三条　（略）
２　要支援認定を受けた被保険者は、有効期間の満了後においても要支援状態に
該当すると見込まれるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対
し、当該要支援認定の更新（以下「要支援更新認定」という。）の申請をするこ
とができる。
３　（略）
４　前条(第七項を除く。)及び第二十八条第五項から第八項までの規定は、前二
項の申請及び当該申請に係る要支援更新認定について準用する。この場合におい
て、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

基準所管課

条 項

第33条第2項、第4項

第33条第2項、第4項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

7

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

要支援状態区分の変更の認定

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(要支援状態区分の変更の認定)
第三十三条の二　要支援認定を受けた被保険者は、その支援の必要の程度が現に
受けている要支援認定に係る要支援状態区分以外の要支援状態区分に該当すると
認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、市町村に対し、要支援状態
区分の変更の認定の申請をすることができる。
２　第二十八条第五項から第八項まで及び第三十二条の規定は、前項の申請及び
当該申請に係る要支援状態区分の変更について準用する。この場合において、こ
れらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。

基準所管課

条 項

第33条の2第1項、第2項

第33条の2第1項、第2項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

8

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

住所移転後の要介護認定及び要支援認定

14日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
（住所移転後の要介護認定及び要支援認定）
第三十六条　市町村は、他の市町村による要介護認定又は要支援認定を受けてい
る者が当該市町村の行う介護保険の被保険者となった場合において、当該被保険
者が、その資格を取得した日から十四日以内に、当該他の市町村から交付された
当該要介護認定又は要支援認定に係る事項を証明する書面を添えて、要介護認定
又は要支援認定の申請をしたときは、第二十七条第四項及び第七項前段又は第三
十二条第三項及び第六項前段の規定にかかわらず、認定審査会の審査及び判定を
経ることなく、当該書面に記載されている事項に即して、要介護認定又は要支援
認定をすることができる。

基準所管課

条 項

第36条

第36条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

9

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

介護保険サービスの種類の指定変更

７日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(介護給付等対象サービスの種類の指定)
第三十七条　(略)
２・３　(略)
４　市町村は、第二項の申請があった場合において、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、認定審査会の意見を聴き、必要があると認めるときは、当該指定に係
る居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス、介護予防サービス又は地
域密着型介護予防サービスの種類の変更をすることができる。

基準所管課

条 項

第37条第4項

第37条第4項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

10

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

居宅介護サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(居宅介護サービス費の支給)
第四十一条　市町村は、要介護認定を受けた被保険者(以下「要介護被保険者」
という。)のうち居宅において介護を受けるもの(以下「居宅要介護被保険者」と
いう。)が、都道府県知事が指定する者(以下「指定居宅サービス事業者」とい
う。)から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所により行われる居宅
サービス(以下「指定居宅サービス」という。)を受けたときは、当該居宅要介護
被保険者に対し、当該指定居宅サービスに要した費用(特定福祉用具の購入に要
した費用を除き、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期
入所療養介護及び特定施設入居者生活介護に要した費用については、食事の提供
に要する費用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働
省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)について、居宅介護サー
ビス費を支給する。ただし、当該居宅要介護被保険者が、第三十七条第一項の規
定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の居宅サービ
スを受けたときは、この限りでない。

２　居宅介護サービス費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要
と認める場合に限り、支給するものとする。

基準所管課

条 項

第41条第1項

第41条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

11

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例居宅介護サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例居宅介護サービス費の支給)

第四十二条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例
居宅介護サービス費を支給する。

一　居宅要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他
やむを得ない理由により指定居宅サービスを受けた場合において、必要があると
認めるとき。

二　居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス以外の居宅サービス又はこれに相
当するサービス(指定居宅サービスの事業に係る第七十四条第一項の都道府県の
条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数並びに同条第二項に規
定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準のうち、都道府県の
条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事業所により行われるものに
限る。次号及び次項において「基準該当居宅サービス」という。)を受けた場合
において、必要があると認めるとき。

三　指定居宅サービス及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難である離島
その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する
居宅要介護被保険者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居宅
サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。

四　その他政令で定めるとき。

基準所管課

条 項

第42条第1項

第42条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

12

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

地域密着型介護サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(地域密着型介護サービス費の支給)
第四十二条の二　市町村は、要介護被保険者が、当該市町村(住所地特例適用被
保険者である要介護被保険者(以下「住所地特例適用要介護被保険者」という。)
に係る特定地域密着型サービスにあっては、施設所在市町村を含む。)の長が指
定する者(以下「指定地域密着型サービス事業者」という。)から当該指定に係る
地域密着型サービス事業を行う事業所により行われる地域密着型サービス(以下
「指定地域密着型サービス」という。)を受けたときは、当該要介護被保険者に
対し、当該指定地域密着型サービスに要した費用(地域密着型通所介護、認知症
対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密
着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に
要した費用については、食事の提供に要する費用、居住に要する費用その他の日
常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条におい
て同じ。)について、地域密着型介護サービス費を支給する。ただし、当該要介
護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、
当該指定に係る種類以外の地域密着型サービスを受けたときは、この限りでな
い。

基準所管課

条 項

第42条の2第1項

第42条の2第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

13

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例地域密着型介護サービス費の支給

６０日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例地域密着型介護サービス費の支給)
第四十二条の三　市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例
地域密着型介護サービス費を支給する。
一　要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ
を得ない理由により指定地域密着型サービスを受けた場合において、必要がある
と認めるとき。
二　指定地域密着型サービス(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除
く。以下この号において同じ。)の確保が著しく困難である離島その他の地域で
あって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する要介護被保険者
が、指定地域密着型サービス以外の地域密着型サービス(地域密着型介護老人福
祉施設入所者生活介護を除く。)又はこれに相当するサービスを受けた場合にお
いて、必要があると認めるとき。
三　その他政令で定めるとき。

基準所管課

条 項

第42条の3第1項

第42条の3第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

14

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

居宅介護福祉用具購入費の支給

7日

介護保険法

介護保険法施行令
介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(居宅介護福祉用具購入費の支給)
第四十四条　市町村は、居宅要介護被保険者が、特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者
から当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所において販売される特定福祉用具を購入したと
きは、当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護福祉用具購入費を支給する。

【介護保険法施行令】
(居宅介護福祉用具購入費の支給額の合計額が支給限度額を超過する場合の当該支給額の算定方法)
第十七条　法第四十四条第七項に規定する政令で定めるところにより算定した額は、現に法第八条
第十三項に規定する特定福祉用具の購入に要した費用の額の百分の九十に相当する額から、当該額
を当該特定福祉用具の購入に係る居宅介護福祉用具購入費として支給するものとした場合における
法第四十四条第四項に規定する総額から同項に規定する百分の九十に相当する額を控除して得た額
を控除して得た額とする。

【介護保険法施行規則】
(居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認める場合)
第七十条　居宅介護福祉用具購入費は、当該居宅要介護被保険者の日常生活の自立を助けるために
必要と認められる場合に限り支給するものとする。
２　居宅介護福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第七十二条に規定する居宅介護福祉
用具購入費支給限度額管理期間において、当該居宅要介護被保険者が当該購入した特定福祉用具(法
第八条第十三項に規定する特定福祉用具をいう。以下同じ。)と同一の種目の特定福祉用具又は特定
介護予防福祉用具(法第八条の二第十一項に規定する特定介護予防福祉用具をいう。以下同じ。)(当
該購入した特定福祉用具と用途及び機能が著しく異なるものを除く。)を既に購入しており、かつ、
その購入について居宅介護福祉用具購入費又は介護予防福祉用具購入費が支給されている場合につ
いては、支給しないものとする。ただし、当該既に購入した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用
具が破損した場合、当該居宅要介護被保険者の介護の必要の程度が著しく高くなった場合その他特
別の事情がある場合であって、市町村が当該申請に係る居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認
めるときは、この限りでない。

(居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間)
第七十二条　法第四十四条第四項の厚生労働省令で定める期間は、毎年四月一日からの十二月間(次
条において「居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間」という。)とする。

(居宅介護福祉用具購入費の上限額の算定方法)
第七十三条　法第四十四条第四項の規定により算定する額は、同条第五項に規定する居宅介護福祉
用具購入費支給限度基準額から、当該居宅介護福祉用具購入費支給限度額管理期間中に購入した特
定介護予防福祉用具につき既に支給された法第五十六条第一項に規定するそれぞれの介護予防福祉
用具購入費の額に九十分の百(法第五十九条の二第一項の規定が適用される場合にあっては八十分の
百、同条第二項の規定が適用される場合にあっては七十分の百)を乗じて得た額の合計額を控除して
得た額とする。

基準所管課

条 項

第44条第1項

第17条
第70条、第72条、第73条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

15

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

60日

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(居宅介護住宅改修費の支給)
第四十五条　市町村は、居宅要介護被保険者が、手すりの取付けその他の厚生労
働大臣が定める種類の住宅の改修(以下「住宅改修」という。)を行ったときは、
当該居宅要介護被保険者に対し、居宅介護住宅改修費を支給する。
２　居宅介護住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要
と認める場合に限り、支給するものとする。
３　居宅介護住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の百分の九
十に相当する額とする。
４　居宅要介護被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する居宅介護住
宅改修費の額の総額は、居宅介護住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚生
労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えるこ
とができない。
５　前項の居宅介護住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常
要する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。
６　市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の
居宅介護住宅改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村
における居宅介護住宅改修費支給限度基準額とすることができる。
７　居宅介護住宅改修費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規
定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該居宅介護住宅改修費の
額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とす
る。
８　市町村長は、居宅介護住宅改修費の支給に関して必要があると認めるとき
は、当該支給に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者(以下この項
において「住宅改修を行う者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類の提
出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質
問させ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、
その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。
９　第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第
四項の規定は前項の規定による権限について準用する。

【介護保険法施行規則】
(居宅介護住宅改修費の支給が必要と認める場合)
第七十四条　居宅介護住宅改修費は、当該住宅改修が当該居宅要介護被保険者が
現に居住する住宅について行われたものであり、かつ、当該居宅要介護被保険者
の心身の状況、住宅の状況等を勘案して必要と認められる場合に限り支給するも
のとする。

基準所管課

条 項

第45条第1項

第45条
第74条

居宅介護住宅改修費の支給



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

16

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

居宅介護サービス計画費の支給

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(居宅介護サービス計画費の支給)
第四十六条　市町村は、居宅要介護被保険者が、都道府県知事が指定する者(以
下「指定居宅介護支援事業者」という。)から当該指定に係る居宅介護支援事業
を行う事業所により行われる居宅介護支援(以下「指定居宅介護支援」という。)
を受けたときは、当該居宅要介護被保険者に対し、当該指定居宅介護支援に要し
た費用について、居宅介護サービス計画費を支給する。

基準所管課

条 項

第46条第1項

第46条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

17

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例居宅介護サービス計画費の支給

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例居宅介護サービス計画費の支給)

第四十七条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要介護被保険者に対し、特例
居宅介護サービス計画費を支給する。

一　居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援以外の居宅介護支援又はこれに相
当するサービス(指定居宅介護支援の事業に係る第八十一条第一項の都道府県の
条例で定める員数及び同条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関
する基準のうち、都道府県の条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う
事業所により行われるものに限る。次号及び次項において「基準該当居宅介護支
援」という。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。

二　指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援の確保が著しく困難である離島
その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する
居宅要介護被保険者が、指定居宅介護支援及び基準該当居宅介護支援以外の居宅
介護支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。

三　その他政令で定めるとき。

基準所管課

条 項

第47条第1項

第47条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

18

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

平成30年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

施設介護サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(施設介護サービス費の支給)

第四十八条　市町村は、要介護被保険者が、次に掲げる施設サービス(以下「指
定施設サービス等」という。)を受けたときは、当該要介護被保険者に対し、当
該指定施設サービス等に要した費用(食事の提供に要する費用、居住に要する費
用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下
この条において同じ。)について、施設介護サービス費を支給する。ただし、当
該要介護被保険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合にお
いて、当該指定に係る種類以外の施設サービスを受けたときは、この限りでな
い。
一　都道府県知事が指定する介護老人福祉施設(以下「指定介護老人福祉施設」
という。)により行われる介護福祉施設サービス(以下「指定介護福祉施設サービ
ス」という。)
二　介護保健施設サービス
三　介護医療院サービス

基準所管課

条 項

第48条第1項

第48条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

19

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例施設介護サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例施設介護サービス費の支給)
第四十九条　市町村は、次に掲げる場合には、要介護被保険者に対し、特例施設
介護サービス費を支給する。
一　要介護被保険者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむ
を得ない理由により指定施設サービス等を受けた場合において、必要があると認
めるとき。
二　その他政令で定めるとき。

基準所管課

条 項

第49条第1項

第49条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

20

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

平成30年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

居宅介護サービス費等の額の特例

7日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(居宅介護サービス費等の額の特例)

第五十条　市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があること
により、居宅サービス(これに相当するサービスを含む。次項において同じ。)、
地域密着型サービス(これに相当するサービスを含む。同項において同じ。)若し
くは施設サービス又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難であると認め
た要介護被保険者が受ける前条各号に掲げる介護給付について当該各号に定める
規定を適用する場合(同条の規定により読み替えて適用する場合を除く。)におい
ては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の九十を超え百分の百
以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。

２　市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることによ
り、居宅サービス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必
要な費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条各号
に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合(同条の規定に
より読み替えて適用する場合に限る。)においては、同条の規定により読み替え
て適用するこれらの規定中「百分の八十」とあるのは、「百分の八十を超え百分
の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。
 
３　市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることによ
り、居宅サービス、地域密着型サービス若しくは施設サービス又は住宅改修に必
要な費用を負担することが困難であると認めた要介護被保険者が受ける前条第一
項各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する場合(同条第
二項の規定により読み替えて適用する場合に限る。)においては、同条第二項の
規定により読み替えて適用するこれらの規定中「百分の七十」とあるのは、「百
分の七十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。
(平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・平二三法七二・平二六法八
三・一部改正)

基準所管課

条 項

第50条

第50条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

21

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

高額介護サービス費の支給

45日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

(高額介護サービス費の支給)
第五十一条　市町村は、要介護被保険者が受けた居宅サービス(これに相当する
サービスを含む。)、地域密着型サービス(これに相当するサービスを含む。)又
は施設サービスに要した費用の合計額として政令で定めるところにより算定した
額から、当該費用につき支給された居宅介護サービス費、特例居宅介護サービス
費、地域密着型介護サービス費、特例地域密着型介護サービス費、施設介護サー
ビス費及び特例施設介護サービス費の合計額を控除して得た額(次条第一項にお
いて「介護サービス利用者負担額」という。)が、著しく高額であるときは、当
該要介護被保険者に対し、高額介護サービス費を支給する。

基準所管課

条 項

第51条第1項

第51条第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

22

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

高額医療合算介護サービス費の支給

90日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(高額医療合算介護サービス費の支給)
第五十一条の二　市町村は、要介護被保険者の介護サービス利用者負担額(前条
第一項の高額介護サービス費が支給される場合にあっては、当該支給額に相当す
る額を控除して得た額)及び当該要介護被保険者に係る健康保険法第百十五条第
一項に規定する一部負担金等の額(同項の高額療養費が支給される場合にあって
は、当該支給額に相当する額を控除して得た額)その他の医療保険各法又は高齢
者の医療の確保に関する法律(昭和五十七年法律第八十号)に規定するこれに相当
する額として政令で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該要介護
被保険者に対し、高額医療合算介護サービス費を支給する。

基準所管課

条 項

第51条の2第1項

第51条の2第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

23

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

平成30年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特定入所者介護サービス費の支給

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特定入所者介護サービス費の支給)

第五十一条の三　市町村は、要介護被保険者のうち所得及び資産の状況その他の
事情をしん酌して厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定施設サービス
等、指定地域密着型サービス又は指定居宅サービス(以下この条及び次条第一項
において「特定介護サービス」という。)を受けたときは、当該要介護被保険者
(以下この条及び次条第一項において「特定入所者」という。)に対し、当該特定
介護サービスを行う介護保険施設、指定地域密着型サービス事業者又は指定居宅
サービス事業者(以下この条において「特定介護保険施設等」という。)における
食事の提供に要した費用及び居住又は滞在(以下「居住等」という。)に要した費
用について、特定入所者介護サービス費を支給する。ただし、当該特定入所者
が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に
係る種類以外の特定介護サービスを受けたときは、この限りでない。

一　指定介護福祉施設サービス
二　介護保健施設サービス
三　介護医療院サービス
四　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
五　短期入所生活介護
六　短期入所療養介護

基準所管課

条 項

第51条の3第1項

第51条の3第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

24

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例特定入所者介護サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行令

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例特定入所者介護サービス費の支給)
第五十一条の四　市町村は、次に掲げる場合には、特定入所者に対し、特例特定
入所者介護サービス費を支給する。
一　特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得
ない理由により特定介護サービスを受けた場合において、必要があると認めると
き。
二　その他政令で定めるとき。

【介護保険法施行令】
(特例特定入所者介護サービス費を支給する場合)
第二十二条の五　法第五十一条の四第一項第二号の政令で定めるときは、次のと
おりとする。
一　特定入所者(法第五十一条の三第一項に規定する特定入所者をいう。以下こ
の条において同じ。)が、基準該当居宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所
療養介護に係るものに限る。以下この条において同じ。)を受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。
二　指定居宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所療養介護に係るものに限
る。以下この条において同じ。)及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困難
である離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住
所を有する特定入所者が、指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の居
宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所療養介護に係るものに限る。第五号
において同じ。)又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があ
ると認めるとき。
三　特定入所者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しない
で特定介護サービス(法第五十一条の三第一項に規定する特定介護サービスをい
う。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
四　特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得
ない理由により基準該当居宅サービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。
五　第二号に規定する特定入所者が、当該要介護認定の効力が生じた日前に、緊
急その他やむを得ない理由により指定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以
外の居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があ
ると認めるとき。

基準所管課

条 項

第51条の4第1項

第51条の4第1項
第22条の5



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

25

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

介護予防サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(介護予防サービス費の支給)
第五十三条　市町村は、要支援認定を受けた被保険者のうち居宅において支援を
受けるもの(以下「居宅要支援被保険者」という。)が、都道府県知事が指定する
者(以下「指定介護予防サービス事業者」という。)から当該指定に係る介護予防
サービス事業を行う事業所により行われる介護予防サービス(以下「指定介護予
防サービス」という。)を受けたとき(当該居宅要支援被保険者が、第五十八条第
四項の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けることにつきあ
らかじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定介護予防サービスが当該
指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定めるときに
限る。)は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防サービスに要し
た費用(特定介護予防福祉用具の購入に要した費用を除き、介護予防通所リハビ
リテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護及び介護
予防特定施設入居者生活介護に要した費用については、食事の提供に要する費
用、滞在に要する費用その他の日常生活に要する費用として厚生労働省令で定め
る費用を除く。以下この条において同じ。)について、介護予防サービス費を支
給する。ただし、当該居宅要支援被保険者が、第三十七条第一項の規定による指
定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の介護予防サービスを受
けたときは、この限りでない。
２～６　（略）
７　第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は、介護予防サービ
ス費の支給について、同条第八項の規定は、指定介護予防サービス事業者につい
て準用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政
令で定める。
８　（略）

基準所管課

条 項

第53条第1項

第53条第1項、第7項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

26

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例介護予防サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行令

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例介護予防サービス費の支給)
第五十四条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例
介護予防サービス費を支給する。
一　居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他
やむを得ない理由により指定介護予防サービスを受けた場合において、必要があ
ると認めるとき。
二　居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス以外の介護予防サービス又は
これに相当するサービス(指定介護予防サービスの事業に係る第百十五条の四第
一項の都道府県の条例で定める基準及び同項の都道府県の条例で定める員数並び
に同条第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な
支援の方法に関する基準及び指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関す
る基準のうち、都道府県の条例で定めるものを満たすと認められる事業を行う事
業所により行われるものに限る。次号及び次項において「基準該当介護予防サー
ビス」という。)を受けた場合において、必要があると認めるとき。
三　指定介護予防サービス及び基準該当介護予防サービスの確保が著しく困難で
ある離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所
を有する居宅要支援被保険者が、指定介護予防サービス及び基準該当介護予防
サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合にお
いて、必要があると認めるとき。
四　その他政令で定めるとき。

【介護保険法施行令】
(特例介護予防サービス費を支給する場合)
第二十四条　法第五十四条第一項第四号に規定する政令で定めるときは、次のと
おりとする。
一　居宅要支援被保険者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提
示しないで指定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認めると
き。
二　居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他
やむを得ない理由により基準該当介護予防サービス(法第五十四条第一項第二号
に規定する基準該当介護予防サービスをいう。次号において同じ。)を受けた場
合において、必要があると認めるとき。
三　法第五十四条第一項第三号に規定する居宅要支援被保険者が、当該要支援認
定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得ない理由により指定介護予防サー
ビス及び基準該当介護予防サービス以外の介護予防サービス又はこれに相当する
サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。

基準所管課

条 項

第54条第1項

第54条第1項
第24条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

27

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

地域密着型介護予防サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(地域密着型介護予防サービス費の支給)
第五十四条の二　市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村(住所地特例適
用被保険者である居宅要支援被保険者(以下「住所地特例適用居宅要支援被保険
者」という。)に係る特定地域密着型介護予防サービスにあっては、施設所在市
町村を含む。)の長が指定する者(以下「指定地域密着型介護予防サービス事業
者」という。)から当該指定に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業
所により行われる地域密着型介護予防サービス(以下「指定地域密着型介護予防
サービス」という。)を受けたとき(当該居宅要支援被保険者が、第五十八条第四
項の規定により同条第一項に規定する指定介護予防支援を受けることにつきあら
かじめ市町村に届け出ている場合であって、当該指定地域密着型介護予防サービ
スが当該指定介護予防支援の対象となっているときその他の厚生労働省令で定め
るときに限る。)は、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定地域密着型介護
予防サービスに要した費用(食事の提供に要する費用その他の日常生活に要する
費用として厚生労働省令で定める費用を除く。以下この条において同じ。)につ
いて、地域密着型介護予防サービス費を支給する。ただし、当該居宅要支援被保
険者が、第三十七条第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指
定に係る種類以外の地域密着型介護予防サービスを受けたときは、この限りでな
い。

基準所管課

条 項

第54条の2第1項

第54条の2第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

28

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例地域密着型介護予防サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例地域密着型介護予防サービス費の支給)
第五十四条の三　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、
特例地域密着型介護予防サービス費を支給する。
一　居宅要支援被保険者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他
やむを得ない理由により指定地域密着型介護予防サービスを受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。
二　指定地域密着型介護予防サービスの確保が著しく困難である離島その他の地
域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援
被保険者が、指定地域密着型介護予防サービス以外の地域密着型介護予防サービ
ス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認めると
き。
三　その他政令で定めるとき。

基準所管課

条 項

第54条の3第1項

第54条の3第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

29

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

介護予防福祉用具購入費の支給

7日

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行令
介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法】
（介護予防福祉用具購入費の支給)
第五十六条　市町村は、居宅要支援被保険者が、特定介護予防福祉用具販売に係る指定
介護予防サービス事業者から当該指定に係る介護予防サービス事業を行う事業所におい
て販売される特定介護予防福祉用具を購入したときは、当該居宅要支援被保険者に対
し、介護予防福祉用具購入費を支給する。

【介護保険法施行令】
(介護予防福祉用具購入費の支給額の合計額が支給限度額を超過する場合の当該支給額の
算定方法)
第二十六条　法第五十六条第七項に規定する政令で定めるところにより算定した額は、
現に法第八条の二第十一項に規定する特定介護予防福祉用具の購入に要した費用の額の
百分の九十に相当する額から、当該額を当該特定介護予防福祉用具の購入に係る介護予
防福祉用具購入費として支給するものとした場合における法第五十六条第四項に規定す
る総額から同項に規定する百分の九十に相当する額を控除して得た額を控除して得た額
とする。

【介護保険法施行規則】
(介護予防福祉用具購入費の支給が必要と認める場合)
第八十九条　介護予防福祉用具購入費は、当該居宅要支援被保険者の日常生活の自立を
助けるために必要と認められる場合に限り支給するものとする。
２　介護予防福祉用具購入費は、当該購入を行った日の属する第九十一条に規定する介
護予防福祉用具購入費支給限度額管理期間において当該居宅要支援被保険者が当該購入
した特定介護予防福祉用具と同一の種目の特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具(当該
購入した特定介護予防福祉用具と用途及び機能が著しく異なるものを除く。)を既に購入
しており、かつ、その購入について居宅介護福祉用具購入費又は介護予防福祉用具購入
費を支給している場合については、支給しないものとする。ただし、当該既に購入した
特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具が破損した場合その他特別の事情がある場合で
あって、市町村が当該申請に係る介護予防福祉用具購入費の支給が必要と認めるとき
は、この限りでない。

【介護保険法施行規則】
(介護予防福祉用具購入費支給限度額管理期間)
第九十一条　法第五十六条第四項の厚生労働省令で定める期間は、毎年四月一日からの
十二月間(次条において「介護予防福祉用具購入費支給限度額管理期間」という。)とす
る。
(介護予防福祉用具購入費の上限額の算定方法)
第九十二条　法第五十六条第四項の規定により算定する額は、同条第五項に規定する介
護予防福祉用具購入費支給限度基準額から、当該介護予防福祉用具購入費支給限度額管
理期間中に購入した特定福祉用具につき既に支給された法第四十四条第一項に規定する
それぞれの居宅介護福祉用具購入費の額に九十分の百(法第四十九条の二第一項の規定が
適用される場合にあっては八十分の百、同条第二項の規定が適用される場合にあっては
七十分の百)を乗じて得た額の合計額を控除して得た額とする。

基準所管課

条 項

第56条第1項

第56条第1項
第26条
第89条、第91条、第92条
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部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

30

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

介護予防住宅改修費の支給

60日

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

(介護予防住宅改修費の支給)
第五十七条　市町村は、居宅要支援被保険者が、住宅改修を行ったときは、当該
居宅要支援被保険者に対し、介護予防住宅改修費を支給する。
２　介護予防住宅改修費は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村が必要
と認める場合に限り、支給するものとする。
３　介護予防住宅改修費の額は、現に当該住宅改修に要した費用の額の百分の九
十に相当する額とする。
４　居宅要支援被保険者が行った一の種類の住宅改修につき支給する介護予防住
宅改修費の額の総額は、介護予防住宅改修費支給限度基準額を基礎として、厚生
労働省令で定めるところにより算定した額の百分の九十に相当する額を超えるこ
とができない。
５　前項の介護予防住宅改修費支給限度基準額は、住宅改修の種類ごとに、通常
要する費用を勘案して厚生労働大臣が定める額とする。
６　市町村は、前項の規定にかかわらず、条例で定めるところにより、第四項の
介護予防住宅改修費支給限度基準額に代えて、その額を超える額を、当該市町村
における介護予防住宅改修費支給限度基準額とすることができる。
７　介護予防住宅改修費を支給することにより第四項に規定する総額が同項に規
定する百分の九十に相当する額を超える場合における当該介護予防住宅改修費の
額は、第三項の規定にかかわらず、政令で定めるところにより算定した額とす
る。
８　市町村長は、介護予防住宅改修費の支給に関して必要があると認めるとき
は、当該支給に係る住宅改修を行う者若しくは住宅改修を行った者(以下この項
において「住宅改修を行う者等」という。)に対し、報告若しくは帳簿書類の提
出若しくは提示を命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質
問させ、若しくは当該住宅改修を行う者等の当該支給に係る事業所に立ち入り、
その帳簿書類その他の物件を検査させることができる。
９　第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第
四項の規定は前項の規定による権限について準用する。

【介護保険法施行規則】
(介護予防住宅改修費の支給が必要と認める場合)
第九十三条　介護予防住宅改修費は、当該住宅改修が当該居宅要支援被保険者が
現に居住する住宅について行われたものであり、かつ、当該居宅要支援被保険者
の心身の状況、住宅の状況等を勘案して必要と認められる場合に限り支給するも
のとする。

基準所管課

条 項

第57条第1項

第57条
第93条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

31

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

介護予防サービス計画費の支給

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(介護予防サービス計画費の支給)
第五十八条　市町村は、居宅要支援被保険者が、当該市町村(住所地特例適用居
宅要支援被保険者に係る介護予防支援にあっては、施設所在市町村)の長が指定
する者(以下「指定介護予防支援事業者」という。)から当該指定に係る介護予防
支援事業を行う事業所により行われる介護予防支援(以下「指定介護予防支援」
という。)を受けたときは、当該居宅要支援被保険者に対し、当該指定介護予防
支援に要した費用について、介護予防サービス計画費を支給する。
７　第四十一条第二項、第三項、第十項及び第十一項の規定は介護予防サービス
計画費の支給について、同条第八項の規定は指定介護予防支援事業者について準
用する。この場合において、これらの規定に関し必要な技術的読替えは、政令で
定める。

基準所管課

条 項

第58条第1項

第58条第7項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

32

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例介護予防サービス計画費の支給

30日

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行令

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例介護予防サービス計画費の支給)
第五十九条　市町村は、次に掲げる場合には、居宅要支援被保険者に対し、特例
介護予防サービス計画費を支給する。
一　居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援以外の介護予防支援又はこれに相
当するサービス(指定介護予防支援の事業に係る第百十五条の二十四第一項の市
町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数並びに同条第二項
に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関す
る基準及び指定介護予防支援の事業の運営に関する基準のうち、市町村の条例で
定めるものを満たすと認められる事業を行う事業者により行われるものに限る。
次号及び次項において「基準該当介護予防支援」という。)を受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。
二　指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援の確保が著しく困難である離島
その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する
居宅要支援被保険者が、指定介護予防支援及び基準該当介護予防支援以外の介護
予防支援又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。
三　その他政令で定めるとき。

【介護保険法施行令】
(特例介護予防サービス計画費を支給する場合)
第二十九条　法第五十九条第一項第三号に規定する政令で定めるときは、居宅要
支援被保険者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しないで
指定介護予防支援を受けた場合において、必要があると認めるときとする。

基準所管課

条 項

第59条第1項

第59条第1項
第29条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

33

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

平成30年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

介護予防サービス費等の額の特例

7日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(介護予防サービス費等の額の特例)

第六十条　市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があること
により、介護予防サービス(これに相当するサービスを含む。次項において同
じ。)、地域密着型介護予防サービス(これに相当するサービスを含む。同項にお
いて同じ。)又は住宅改修に必要な費用を負担することが困難であると認めた居
宅要支援被保険者が受ける前条各号に掲げる予防給付について当該各号に定める
規定を適用する場合(同条の規定により読み替えて適用する場合を除く。)におい
ては、これらの規定中「百分の九十」とあるのは、「百分の九十を超え百分の百
以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。

２　市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることによ
り、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス又は住宅改修に必要な費用
を負担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者が受ける前条各号に掲
げる予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合(同条の規定により
読み替えて適用する場合に限る。)においては、同条の規定により読み替えて適
用するこれらの規定中「百分の八十」とあるのは、「百分の八十を超え百分の百
以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。
３　市町村が、災害その他の厚生労働省令で定める特別の事情があることによ
り、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービス又は住宅改修に必要な費用
を負担することが困難であると認めた居宅要支援被保険者が受ける前条第一項各
号に掲げる予防給付について当該各号に定める規定を適用する場合(同条第二項
の規定により読み替えて適用する場合に限る。)においては、同条第二項の規定
により読み替えて適用するこれらの規定中「百分の七十」とあるのは、「百分の
七十を超え百分の百以下の範囲内において市町村が定めた割合」とする。
(平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・平二六法八三・平二九法五
二・一部改正)

(平一一法一六〇・平一七法七七・平二三法三七・平二六法八三・一部改正)

基準所管課

条 項

第60条

第60条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

34

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

高額介護予防サービス費の支給

45日

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行令

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(高額介護予防サービス費の支給)
第六十一条　市町村は、居宅要支援被保険者が受けた介護予防サービス(これに
相当するサービスを含む。)又は地域密着型介護予防サービス(これに相当する
サービスを含む。)に要した費用の合計額として政令で定めるところにより算定
した額から、当該費用につき支給された介護予防サービス費、特例介護予防サー
ビス費、地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密着型介護予防サービス費
の合計額を控除して得た額(次条第一項において「介護予防サービス利用者負担
額」という。)が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険者に対し、
高額介護予防サービス費を支給する。
２　前項に規定するもののほか、高額介護予防サービス費の支給要件、支給額そ
の他高額介護予防サービス費の支給に関して必要な事項は、介護予防サービス又
は地域密着型介護予防サービスに必要な費用の負担の家計に与える影響を考慮し
て、政令で定める。

【介護保険法施行令】
(高額介護予防サービス費)
第二十九条の二の二　法第六十一条第一項に規定する政令で定めるところにより
算定した額は、居宅要支援被保険者が受けた介護予防サービス等に係る介護予防
サービス費合計額に九十分の百(法第五十九条の二の規定が適用される場合に
あっては八十分の百、法第六十条第一項の規定が適用される場合にあっては百分
の百を第一市町村特例割合で除して得た割合、同条第二項の規定が適用される場
合にあっては百分の百を第二市町村特例割合で除して得た割合)を乗じて得た額
とする。
２　高額介護予防サービス費は、同一の世帯に属する要介護被保険者等が同一の
月に受けた居宅サービス等及び介護予防サービス等に係る利用者負担世帯合算額
が四万四千四百円を超える場合に、当該月に介護予防サービス等を受けた居宅要
支援被保険者に支給するものとし、その額は、利用者負担世帯合算額から四万四
千四百円を控除して得た額に要支援被保険者按分率(居宅要支援被保険者が当該
月に受けた介護予防サービス等に係る第二十二条の二の二第二項第三号及び第四
号に掲げる額の合算額(以下「居宅要支援被保険者利用者負担合算額」という。)
を利用者負担世帯合算額で除して得た率をいう。)を乗じて得た額とする。
３　居宅要支援被保険者が特定給付対象介護予防サービス等を受けた場合におい
て、当該居宅要支援被保険者が同一の月に受けた当該特定給付対象介護予防サー
ビス等に係る介護予防サービス費合計額に九十分の十を乗じて得た額が四万四千
四百円を超えるときは、当該得た額から四万四千四百円を控除して得た額を高額
介護予防サービス費として当該居宅要支援被保険者に支給する。

〔※別シートに続く〕

基準所管課

条 項

第61条第1項

第61条第1項
第29条の２の２



４　居宅要支援被保険者が被保護者である場合において、当該居宅要支援被保険者が同一の月にお
いて受けた介護予防サービス等に係る介護予防サービス費合計額に九十分の十を乗じて得た額が一
万五千円を超えるときは、当該得た額から一万五千円を控除して得た額を高額介護予防サービス費
として当該居宅要支援被保険者に支給する。
５　第二項の場合において、居宅要支援被保険者が次の各号のいずれかに該当するときは、同項中
「四万四千四百円」とあるのは、「二万四千六百円」とする。
一　その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が介護予防サービス等のあった月の属する年度(介護
予防サービス等のあった月が四月から七月までの場合にあっては、前年度)分の地方税法の規定によ
る市町村民税が課されていない者又は市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除さ
れた者(当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。)である者(第
七項において「市町村民税世帯非課税者」という。)
二　その属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が介護予防サービス等があった月において要保護者
である者であって、第二十二条の二の二第二項及び第二項中「四万四千四百円」とあるのを「二万
四千六百円」と読み替えてこれらの規定が適用されたならば保護を必要としない状態となるもの
６　第二項の場合において、居宅要支援被保険者の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員が介護予
防サービス等があった月において要保護者である者であって、第二十二条の二の二第二項及び第二
項中「四万四千四百円」とあるのを「一万五千円」と読み替えてこれらの規定が適用されたならば
保護を必要としない状態となるもの(前項第二号に掲げる者を除く。)であるときは、第二項中「四
万四千四百円」とあるのは、「一万五千円」とする。
７　居宅要支援被保険者(被保護者及び前項に規定する要保護者を除く。)が、市町村民税世帯非課
税者であり、かつ、介護予防サービス等のあった月の属する年の前年(介護予防サービス等のあった
月が一月から七月までの場合にあっては、前々年)中の公的年金等の収入金額及び当該介護予防サー
ビス等のあった月の属する年の前年(当該介護予防サービス等のあった月が一月から七月までの場合
にあっては、前々年)の合計所得金額の合計額が八十万円以下である場合又は老齢福祉年金の受給権
を有している場合であって、当該居宅要支援被保険者が同一の月に受けた介護予防サービス等に係
る居宅要支援被保険者利用者負担合算額から一万五千円を控除して得た額が、第五項の規定により
読み替えて適用する第二項の規定により当該居宅要支援被保険者に対して支給されるべき高額介護
予防サービス費の額を超えるときは、当該居宅要支援被保険者に対して支給される高額介護予防
サービス費の額は、第五項の規定により読み替えて適用する第二項の規定にかかわらず、当該居宅
要支援被保険者利用者負担合算額から一万五千円を控除して得た額とする。
８　居宅要支援被保険者が法第五十三条第一項に規定する指定介護予防サービス事業者又は法第五
十四条の二第一項に規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者(以下この項において「指定介
護予防サービス事業者等」という。)について特定公費負担給付が行われるべき介護予防サービス等
を受けた場合又は被保護者である居宅要支援被保険者が指定介護予防サービス事業者等について介
護予防サービス等を受けた場合において、当該介護予防サービス等に係る介護予防サービス費合計
額に九十分の十を乗じて得た額の支払が行われなかったときは、市町村は、当該介護予防サービス
等に要した費用のうち第三項又は第四項の規定による高額介護予防サービス費として居宅要支援被
保険者に支給すべき額に相当する額を当該指定介護予防サービス事業者等に支払うものとする。

９　前項の規定による支払があったときは、居宅要支援被保険者に対し、第三項又は第四項の規定
による高額介護予防サービス費の支給があったものとみなす。

１０　居宅要支援被保険者が同一の月において要介護被保険者としての期間を有する場合は、当該
居宅要支援被保険者が当該月に受けた介護予防サービス等については、第二項から前項までの規定
は、適用しない。

１１　高額介護予防サービス費の支給に関する手続について必要な事項は、厚生労働省令で定め
る。



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

35

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

高額医療合算介護予防サービス費の支給

90日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(高額医療合算介護予防サービス費の支給)
第六十一条の二　市町村は、居宅要支援被保険者の介護予防サービス利用者負担
額(前条第一項の高額介護予防サービス費が支給される場合にあっては、当該支
給額に相当する額を控除して得た額)及び当該居宅要支援被保険者に係る健康保
険法第百十五条第一項に規定する一部負担金等の額(同項の高額療養費が支給さ
れる場合にあっては、当該支給額に相当する額を控除して得た額)その他の医療
保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律に規定するこれに相当する額とし
て政令で定める額の合計額が、著しく高額であるときは、当該居宅要支援被保険
者に対し、高額医療合算介護予防サービス費を支給する。

基準所管課

条 項

第61条の2第1項

第61条の2第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

36

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特定入所者介護予防サービス費の支給

30日

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特定入所者介護予防サービス費の支給)
第六十一条の三　市町村は、居宅要支援被保険者のうち所得及び資産の状況その
他の事情をしん酌して厚生労働省令で定めるものが、次に掲げる指定介護予防
サービス(以下この条及び次条第一項において「特定介護予防サービス」とい
う。)を受けたときは、当該居宅要支援被保険者(以下この条及び次条第一項にお
いて「特定入所者」という。)に対し、当該特定介護予防サービスを行う指定介
護予防サービス事業者(以下この条において「特定介護予防サービス事業者」と
いう。)における食事の提供に要した費用及び滞在に要した費用について、特定
入所者介護予防サービス費を支給する。ただし、当該特定入所者が、第三十七条
第一項の規定による指定を受けている場合において、当該指定に係る種類以外の
特定介護予防サービスを受けたときは、この限りでない。
一　介護予防短期入所生活介護
二　介護予防短期入所療養介護

基準所管課

条 項

第61条の3第1項

第61条の3第1項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

37

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特例特定入所者介護予防サービス費の支給

60日

介護保険法

介護保険法
介護保険施行令

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(特例特定入所者介護予防サービス費の支給)
第六十一条の四　市町村は、次に掲げる場合には、特定入所者に対し、特例特定
入所者介護予防サービス費を支給する。
一　特定入所者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得
ない理由により特定介護予防サービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。
二　その他政令で定めるとき。

【介護保険法施行令】
(特例特定入所者介護予防サービス費を支給する場合)
第二十九条の五　法第六十一条の四第一項第二号の政令で定めるときは、次のと
おりとする。
一　特定入所者(法第六十一条の三第一項に規定する特定入所者をいう。以下こ
の条において同じ。)が、基準該当居宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所
療養介護に係るものに限る。以下この条において同じ。)を受けた場合におい
て、必要があると認めるとき。
二　特定居宅サービス(法第六十一条の三第一項に規定する特定居宅サービスを
いう。以下この条において同じ。)及び基準該当居宅サービスの確保が著しく困
難である離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに
住所を有する特定入所者が、特定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以外の
居宅サービス(短期入所生活介護及び短期入所療養介護に係るものに限る。第五
号において同じ。)又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要が
あると認めるとき。
三　特定入所者が、緊急その他やむを得ない理由により被保険者証を提示しない
で特定居宅サービスを受けた場合において、必要があると認めるとき。
四　特定入所者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊急その他やむを得
ない理由により基準該当居宅サービスを受けた場合において、必要があると認め
るとき。
五　第二号に規定する特定入所者が、当該要支援認定の効力が生じた日前に、緊
急その他やむを得ない理由により特定居宅サービス及び基準該当居宅サービス以
外の居宅サービス又はこれに相当するサービスを受けた場合において、必要があ
ると認めるとき。

基準所管課

条 項

第61条の4第1項

第61条の4第1項
第29条の5



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

38

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定地域密着型サービス事業者の指定

1～3か月

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(指定地域密着型サービス事業者の指定)
第七十八条の二　第四十二条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めると
ころにより、地域密着型サービス事業を行う者(地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護を行う事業にあっては、老人福祉法第二十条の五に規定する特別養
護老人ホームのうち、その入所定員が二十九人以下であって市町村の条例で定め
る数であるものの開設者)の申請により、地域密着型サービスの種類及び当該地
域密着型サービスの種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所(第七十八
条の十三第一項及び第七十八条の十四第一項を除き、以下この節において「事業
所」という。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行
う介護保険の被保険者(特定地域密着型サービスに係る指定にあっては、当該市
町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用
要介護被保険者を含む。)に対する地域密着型介護サービス費及び特例地域密着
型介護サービス費の支給について、その効力を有する。
４　市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号(病院又は診療
所により行われる複合型サービス(厚生労働省令で定めるものに限る。第六項に
おいて同じ。)に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号
及び第十二号を除く。)のいずれかに該当するときは、第四十二条の二第一項本
文の指定をしてはならない。
　(1)～(12)　(略)
６　市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号(病院又は診療
所により行われる複合型サービスに係る指定の申請にあっては、第一号の二、第
一号の三、第三号の二、第三号の四及び第四号を除く。)のいずれかに該当する
ときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしないことができる。
　(1)～(4)　(略)

基準所管課

条 項

第78条の2第1項

第78条の2第1項、第4項、第
6項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

39

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定地域密着型サービス事業者の指定の更新

2か月

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

第七十条の二　第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けなけ
れば、その期間の経過によって、その効力を失う。

第七十八条の二　第四十二条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定めると
ころにより、地域密着型サービス事業を行う者(地域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護を行う事業にあっては、老人福祉法第二十条の五に規定する特別養
護老人ホームのうち、その入所定員が二十九人以下であって市町村の条例で定め
る数であるものの開設者)の申請により、地域密着型サービスの種類及び当該地
域密着型サービスの種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所(第七十八
条の十三第一項及び第七十八条の十四第一項を除き、以下この節において「事業
所」という。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行
う介護保険の被保険者(特定地域密着型サービスに係る指定にあっては、当該市
町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用
要介護被保険者を含む。)に対する地域密着型介護サービス費及び特例地域密着
型介護サービス費の支給について、その効力を有する。
４　市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号(病院又は診療
所により行われる複合型サービス(厚生労働省令で定めるものに限る。第六項に
おいて同じ。)に係る指定の申請にあっては、第六号の二、第六号の三、第十号
及び第十二号を除く。)のいずれかに該当するときは、第四十二条の二第一項本
文の指定をしてはならない。
一　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
二　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第七十八条の
四第一項の市町村の条例で定める基準若しくは同項の市町村の条例で定める員数
又は同条第五項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基
準を満たしていないとき。
三　申請者が、第七十八条の四第二項又は第五項に規定する指定地域密着型サー
ビスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な地域密着型サービス事業
の運営をすることができないと認められるとき。
四　当該申請に係る事業所が当該市町村の区域の外にある場合であって、その所
在地の市町村長(以下この条において「所在地市町村長」という。)の同意を得て
いないとき。

〔※別シートに続く〕

基準所管課

条 項

第78条の12

第78条の2第1項、第4項、第
6項



四の二　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな
るまでの者であるとき。

五　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規
定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であ
るとき。

五の二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せら
れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

五の三　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の
規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわ
たり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であ
るとき。

六　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、第七十八条の十(第二号から第五号ま
でを除く。)の規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又
は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。)を取り消され、その取消しの日
から起算して五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取
消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員
等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消され
た者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の
管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)であるとき。ただ
し、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消し
の処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業
者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型
サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当し
ないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場
合を除く。

六の二　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、第七十八条の十(第二号から第五
号までを除く。)の規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介
護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。)を取り消され、その取消し
の日から起算して五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当
該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の
役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消
された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業
所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)であるとき。
ただし、当該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取
消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス
事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密
着型サービス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該
当しないこととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当す
る場合を除く。

六の三　申請者と密接な関係を有する者(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の
申請者と密接な関係を有する者を除く。)が、第七十八条の十(第二号から第五号までを除く。)の規
定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当
該指定の取消しが、指定地域密着型サービス事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分
の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定地域密着型サービス事業者によ
る業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定地域密着型サービ
ス事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこ
ととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除
く。

七　申請者が、第七十八条の十(第二号から第五号までを除く。)の規定による指定の取消しの処分
に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこ
とを決定する日までの間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業
の廃止について相当の理由がある者を除く。)又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者
(当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出又は指定の辞退の日から起算
して五年を経過しないものであるとき。



七の二　前号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出又は第七十
八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内
に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等若しくは
当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理
者であった者又は当該指定の辞退に係る法人(当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除
く。)の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所(当該指定の辞退について相当の理
由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経
過しないものであるとき。

八　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者
であるとき。

九　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、その役員等のうちに第四号の
二から第六号まで又は前三号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。

十　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で、その役員等のうちに第四号の
二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者のあるもの
であるとき。

十一　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人でない事業所で、その管理者が
第四号の二から第六号まで又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者であるとき。

十二　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護
老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人でない事業所で、その管理者が
第四号の二から第五号の三まで、第六号の二又は第七号から第八号までのいずれかに該当する者で
あるとき。

６　市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号(病院又は診療所により行われる複
合型サービスに係る指定の申請にあっては、第一号の二、第一号の三、第三号の二、第三号の四及
び第四号を除く。)のいずれかに該当するときは、第四十二条の二第一項本文の指定をしないことが
できる。

一　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、第七十八条の十第二号から第五号まで
の規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型
介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定を除く。)を取り消され、その取消しの日から起算して
五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に
係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者
で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人で
ない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であっ
た者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)であるとき。

一の二　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、第七十八条の十第二号から第五号
までの規定により指定(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定に限る。)を取り消され、その取消しの日から起算
して五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処
分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であっ
た者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法
人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者で
あった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)であるとき。

一の三　申請者と密接な関係を有する者(地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の
申請者と密接な関係を有する者を除く。)が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定により指
定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。



二　申請者が、第七十八条の十第二号から第五号までの規定による指定の取消しの処分に係る行政
手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定す
る日までの間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止につ
いて相当の理由がある者を除く。)又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者(当該指定
の辞退について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を
経過しないものであるとき。

二の二　申請者が、第七十八条の七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日(当該
検査の結果に基づき第七十八条の十の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決
定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当
該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。)までの
間に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の
理由がある者を除く。)又は第七十八条の八の規定による指定の辞退をした者(当該指定の辞退につ
いて相当の理由がある者を除く。)で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経過しない
ものであるとき。

二の三　第二号に規定する期間内に第七十八条の五第二項の規定による事業の廃止の届出又は第七
十八条の八の規定による指定の辞退があった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以
内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等若しく
は当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管
理者であった者又は当該指定の辞退に係る法人(当該指定の辞退について相当の理由がある法人を除
く。)の役員等若しくは当該指定の辞退に係る法人でない事業所(当該指定の辞退について相当の理
由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出又は指定の辞退の日から起算して五年を経
過しないものであるとき。

三　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老
人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人で、その役員等のうちに第一号又
は前三号のいずれかに該当する者のあるものであるとき。

三の二　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人で、その役員等のうちに第一
号の二又は第二号から第二号の三までのいずれかに該当する者のあるものであるとき。三の三　申
請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護に係る指定の申請者を除く。)が、法人でない事業所で、その管理者が第一号又
は第二号から第二号の三までのいずれかに該当する者であるとき。

三の四　申請者(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護に係る指定の申請者に限る。)が、法人でない事業所で、その管理者
が第一号の二又は第二号から第二号の三までのいずれかに該当する者であるとき。

四　認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護につき第一項の申請があった場合において、当該市町村又は当該申請に係る事
業所の所在地を含む区域(第百十七条第二項第一号の規定により当該市町村が定める区域とする。以
下この号において「日常生活圏域」という。)における当該地域密着型サービスの利用定員の総数
が、同条第一項の規定により当該市町村が定める市町村介護保険事業計画において定める当該市町
村又は当該日常生活圏域の当該地域密着型サービスの必要利用定員総数に既に達しているか、又は
当該申請に係る事業者の指定によってこれを超えることになると認めるとき、その他の当該市町村
介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるとき。



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

40

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

複合型サービスに係る指定地域密着型サービス事業者の公募指定

6か月

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
第七十八条の十三　市町村長は、第百十七条第一項の規定により当該市町村が定
める市町村介護保険事業計画において定める当該市町村又は同条第二項第一号の
規定により当該市町村が定める区域における定期巡回・随時対応型訪問介護看護
等(認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密
着型介護老人福祉施設入所者生活介護以外の地域密着型サービスであって、定期
巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護その他の厚生労働省令
で定めるものをいう。以下この項において同じ。)の見込量の確保及び質の向上
のために特に必要があると認めるときは、その定める期間(以下「市町村長指定
期間」という。)中は、当該見込量の確保のため公募により第四十二条の二第一
項本文の指定を行うことが適当な区域として定める区域(以下「市町村長指定区
域」という。)に所在する事業所(定期巡回・随時対応型訪問介護看護等のうち当
該市町村長が定めるもの(以下「市町村長指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
護等」という。)の事業を行う事業所に限る。以下「市町村長指定区域・サービ
ス事業所」という。)に係る同項本文の指定を、公募により行うものとする。

基準所管課

条 項

第78条の13第1項

第78条の13第1項
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部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

41

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成30年10月1日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定居宅介護支援事業者の指定

1～3か月

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
（指定居宅介護支援事業者の指定）
第79条
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当
するときは、第四十六条第一項の指定をしてはならない。

一　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二　当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第八十一条第一項の市町
村の条例で定める員数を満たしていないとき。

三　申請者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関
する基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認めら
れるとき。

三の二　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。

四　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令
で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を
受けることがなくなるまでの者であるとき。

四の二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰
金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの
者であるとき。

四の三　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義
務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から
正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到
来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

【※別シートあり】

基準所管課

条 項

第79条第1項

第79条第2項



五　申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、
その取消しの日から起算して五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合にお
いては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に
当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指
定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内
に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)で
あるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定
の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事
業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護
支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しない
こととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を
除く。

五の二　申請者と密接な関係を有する者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規
定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当
該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由
となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体
制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有してい
た責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当
であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六　申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分
に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこ
とを決定する日までの間に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃
止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであ
るとき。

六の二　申請者が、第八十三条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日(当該検査
の結果に基づき第八十四条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定
をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該
検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。)までの間
に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由が
ある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の三　第六号に規定する期間内に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合
において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について
相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止に
ついて相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経
過しないものであるとき。

七　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者
であるとき。

八　申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号から前号までの
いずれかに該当する者のあるものであるとき。

九　申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は第六号から第七
号までのいずれかに該当する者であるとき。



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

42

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成30年10月1日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定居宅介護支援事業者の指定の更新

1～3か月

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
（指定居宅介護支援事業者の指定）
第79条
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当
するときは、第四十六条第一項の指定をしてはならない。

一　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二　当該申請に係る事業所の介護支援専門員の人員が、第八十一条第一項の市町
村の条例で定める員数を満たしていないとき。

三　申請者が、第八十一条第二項に規定する指定居宅介護支援の事業の運営に関
する基準に従って適正な居宅介護支援事業の運営をすることができないと認めら
れるとき。

三の二　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。

四　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令
で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を
受けることがなくなるまでの者であるとき。

四の二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰
金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの
者であるとき。

四の三　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義
務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から
正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到
来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

【※別シートあり】

基準所管課

条 項

第79条の2第1項

第79条第2項



五　申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定により指定を取り消され、
その取消しの日から起算して五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合にお
いては、当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に
当該法人の役員等であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指
定を取り消された者が法人でない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内
に当該事業所の管理者であった者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)で
あるとき。ただし、当該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定
の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事
業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護
支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しない
こととすることが相当であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を
除く。

五の二　申請者と密接な関係を有する者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規
定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当
該指定の取消しが、指定居宅介護支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由
となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定居宅介護支援事業者による業務管理体
制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定居宅介護支援事業者が有してい
た責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当
であると認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六　申請者が、第八十四条第一項又は第百十五条の三十五第六項の規定による指定の取消しの処分
に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないこ
とを決定する日までの間に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃
止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであ
るとき。

六の二　申請者が、第八十三条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日(当該検査
の結果に基づき第八十四条第一項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定
をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申請者に当該
検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。)までの間
に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由が
ある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の三　第六号に規定する期間内に第八十二条第二項の規定による事業の廃止の届出があった場合
において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について
相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所(当該事業の廃止に
ついて相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出の日から起算して五年を経
過しないものであるとき。

七　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者
であるとき。

八　申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号から前号までの
いずれかに該当する者のあるものであるとき。

九　申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は第六号から第七
号までのいずれかに該当する者であるとき。



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

43

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定

3か月

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行令
介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法】
第百十五条の十二　第五十四条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定める
ところにより、地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密
着型介護予防サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る
地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所(以下この節において「事業所」
という。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介
護保険の被保険者(特定地域密着型介護予防サービスに係る指定にあっては、当
該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例
適用居宅要支援被保険者を含む。)に対する地域密着型介護予防サービス費及び
特例地域密着型介護予防サービス費の支給について、その効力を有する。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当
するときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしてはならない。
　(1)～(12)　(略)
４　市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該
当するときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしないことができる。
　(1)～(6)　(略)

【介護保険法施行令】
(登録の拒否等に係る法律)
第三十五条の二　法第六十九条の二第一項第三号、第七十条第二項第五号(法第
七十条の二第四項(法第七十八条の十二、第百十五条の十一、第百十五条の二十
一及び第百十五条の三十一において準用する場合を含む。)において準用する場
合を含む。)、第七十八条の二第四項第五号(法第七十八条の十四第三項において
準用する場合を含む。)、第七十九条第二項第四号(法第七十九条の二第四項にお
いて準用する場合を含む。)、第八十六条第二項第三号(法第八十六条の二第四項
において準用する場合を含む。)、第九十四条第三項第五号(法第九十四条の二第
四項において準用する場合を含む。)、第百十五条の二第二項第五号、第百十五
条の十二第二項第五号及び第百十五条の二十二第二項第四号の政令で定める法律
は、次のとおりとする。
　(1)～(28)　(略)

〔※別シートに続く〕

基準所管課

条 項

第115条の12第1項

第115条の12第1項、第2項、第4項
第35条の2
第140条の27



【介護保険法施行規則】
(法第百十五条の十二第二項第六号の厚生労働省令で定める同号本文に規定する指定の取消しに該当
しないこととすることが相当であると認められる場合等)
第百四十条の二十七　法第百十五条の十二第二項第六号の厚生労働省令で定める同号本文に規定す
る指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められる場合は、厚生労働大臣、都
道府県知事又は市町村長が法第百十五条の三十三第一項その他の規定による報告等の権限を適切に
行使し、当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指
定地域密着型介護予防サービス事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当
該事実に関して当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が有していた責任の程度を確認した結
果、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が当該指定取消しの理由となった事実について組
織的に関与していると認められない場合とする。
２　前項の規定は、法第百十五条の十二第二項第六号の二の厚生労働省令で定める同号本文に規定
する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められる場合及び同項第六号の三
の厚生労働省令で定める同号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であ
ると認められる場合について準用する。



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

44

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定の更新

２月

介護保険法

介護保険法

介護保険法施行令

№

審 査 基 準

【介護保険法】
(指定の更新)
第七十条の二　第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けなけ
れば、その期間の経過によって、その効力を失う。
(準用)
第百十五条の十二　第五十四条の二第一項本文の指定は、厚生労働省令で定める
ところにより、地域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密
着型介護予防サービスの種類及び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る
地域密着型介護予防サービス事業を行う事業所(以下この節において「事業所」
という。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介
護保険の被保険者(特定地域密着型介護予防サービスに係る指定にあっては、当
該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例
適用居宅要支援被保険者を含む。)に対する地域密着型介護予防サービス費及び
特例地域密着型介護予防サービス費の支給について、その効力を有する。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当
するときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしてはならない。
　(1)～(12)　(略)
４　市町村長は、第一項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該
当するときは、第五十四条の二第一項本文の指定をしないことができる。
　(1)～(6)　(略)

【介護保険法施行令】
(登録の拒否等に係る法律)
第三十五条の二　法第六十九条の二第一項第三号、第七十条第二項第五号(法第
七十条の二第四項(法第七十八条の十二、第百十五条の十一、第百十五条の二十
一及び第百十五条の三十一において準用する場合を含む。)において準用する場
合を含む。)、第七十八条の二第四項第五号(法第七十八条の十四第三項において
準用する場合を含む。)、第七十九条第二項第四号(法第七十九条の二第四項にお
いて準用する場合を含む。)、第八十六条第二項第三号(法第八十六条の二第四項
において準用する場合を含む。)、第九十四条第三項第五号(法第九十四条の二第
四項において準用する場合を含む。)、第百十五条の二第二項第五号、第百十五
条の十二第二項第五号及び第百十五条の二十二第二項第四号の政令で定める法律
は、次のとおりとする。
　(1)～(28)　(略)

基準所管課

条 項

第115条の21

第70条の２第１項、第115条
の12第１項、第２項、第４
項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

45

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定介護予防支援事業者の指定

1～3か月

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

【介護保険法】
（指定介護予防支援事業者の指定）
第百十五条の二十二　第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところ
により、第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターの設置者の
申請により、介護予防支援事業を行う事業所(以下この節において「事業所」と
いう。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護
保険の被保険者(当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援被保険
者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしてい
る住所地特例適用居宅要支援被保険者を含む。)に対する介護予防サービス計画
費及び特例介護予防サービス計画費の支給について、その効力を有する。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当
するときは、第五十八条第一項の指定をしてはならない。
一　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。
二　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の
二十四第一項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数
を満たしていないとき。
三　申請者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介
護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の
運営に関する基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることができない
と認められるとき。
三の二　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。
四　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令
で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を
受けることがなくなるまでの者であるとき。
四の二　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰
金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの
者であるとき。
四の三　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義
務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から
正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到
来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。

〔※別シートに続く〕

基準所管課

条 項

第115条の22第1項

第115条の22第1項、第2項



五　申請者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して
五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に
係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者
で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人で
ない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であっ
た者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定
の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となっ
た事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整
備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任
の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当である
と認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

五の二　申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、
その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護
予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の
発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状
況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、こ
の号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとし
て厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六　申請者が、第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の
規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第
百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理
由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の二　申請者が、第百十五条の二十七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日
(当該検査の結果に基づき第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか
否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申
請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい
う。)までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃
止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであ
るとき。

六の三　第六号に規定する期間内に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出が
あった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃
止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所(当該事
業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出の日から起算し
て五年を経過しないものであるとき。

七　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者
であるとき。

八　申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号から前号までの
いずれかに該当する者のあるものであるとき。

九　申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は第六号から第七
号までのいずれかに該当する者であるとき。

３　市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定めるも
のとする。

４　市町村長は、第五十八条第一項の指定を行おうとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う
介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならな
い。



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

46

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

指定介護予防支援事業者の指定の更新

2か月

介護保険法

介護保険法

№

審 査 基 準

第七十条の二　第四十一条第一項本文の指定は、六年ごとにその更新を受けなけ
れば、その期間の経過によって、その効力を失う。
２　前項の更新の申請があった場合において、同項の期間(以下この条において
「指定の有効期間」という。)の満了の日までにその申請に対する処分がされな
いときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその処分がされるまでの間
は、なおその効力を有する。
３　前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、
従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。
４　前条の規定は、第一項の指定の更新について準用する。

第百十五条の二十二　第五十八条第一項の指定は、厚生労働省令で定めるところ
により、第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターの設置者の
申請により、介護予防支援事業を行う事業所(以下この節において「事業所」と
いう。)ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村が行う介護
保険の被保険者(当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用居宅要支援被保険
者を除き、当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしてい
る住所地特例適用居宅要支援被保険者を含む。)に対する介護予防サービス計画
費及び特例介護予防サービス計画費の支給について、その効力を有する。

２　市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当
するときは、第五十八条第一項の指定をしてはならない。

一　申請者が市町村の条例で定める者でないとき。

二　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第百十五条の
二十四第一項の市町村の条例で定める基準及び同項の市町村の条例で定める員数
を満たしていないとき。

三　申請者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介
護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の
運営に関する基準に従って適正な介護予防支援事業の運営をすることができない
と認められるとき。

三の二　申請者が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受
けることがなくなるまでの者であるとき。

四　申請者が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令
で定めるものの規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を
受けることがなくなるまでの者であるとき。

基準所管課

条 項

第115条31

第70条の2、第115条の22第1
項、第2項



四の三　申請者が、保険料等について、当該申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の
規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわ
たり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であ
るとき。

五　申請者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して
五年を経過しない者(当該指定を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しの処分に
係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に当該法人の役員等であった者
で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含み、当該指定を取り消された者が法人で
ない事業所である場合においては、当該通知があった日前六十日以内に当該事業所の管理者であっ
た者で当該取消しの日から起算して五年を経過しないものを含む。)であるとき。ただし、当該指定
の取消しが、指定介護予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となっ
た事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整
備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任
の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当である
と認められるものとして厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

五の二　申請者と密接な関係を有する者が、第百十五条の二十九の規定により指定を取り消され、
その取消しの日から起算して五年を経過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定介護
予防支援事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の
発生を防止するための当該指定介護予防支援事業者による業務管理体制の整備についての取組の状
況その他の当該事実に関して当該指定介護予防支援事業者が有していた責任の程度を考慮して、こ
の号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとし
て厚生労働省令で定めるものに該当する場合を除く。

六　申請者が、第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第十五条の
規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第
百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理
由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであるとき。

六の二　申請者が、第百十五条の二十七第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日
(当該検査の結果に基づき第百十五条の二十九の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか
否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより市町村長が当該申
請者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をい
う。)までの間に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃
止について相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して五年を経過しないものであ
るとき。

六の三　第六号に規定する期間内に第百十五条の二十五第二項の規定による事業の廃止の届出が
あった場合において、申請者が、同号の通知の日前六十日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃
止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等又は当該届出に係る法人でない事業所(当該事
業の廃止について相当の理由があるものを除く。)の管理者であった者で、当該届出の日から起算し
て五年を経過しないものであるとき。

七　申請者が、指定の申請前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者
であるとき。

八　申請者が、法人で、その役員等のうちに第三号の二から第五号まで又は第六号から前号までの
いずれかに該当する者のあるものであるとき。

九　申請者が、法人でない事業所で、その管理者が第三号の二から第五号まで又は第六号から第七
号までのいずれかに該当する者であるとき。

３　市町村が前項第一号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定めるも
のとする。

４　市町村長は、第五十八条第一項の指定を行おうとするときは、あらかじめ、当該市町村が行う
介護保険の被保険者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならな
い。
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部 局 名 健康部

課 名 介護保険課
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処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

第１号事業における指定事業所の指定

1～3か月

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法】
第百十五条の四十五の五　第百十五条の四十五の三第一項の指定(第百十五条の
四十五の七第一項を除き、以下この章において「指定事業者の指定」という。)
は、厚生労働省令で定めるところにより、第一号事業を行う者の申請により、当
該事業の種類及び当該事業の種類に係る当該第一号事業を行う事業所ごとに行
う。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で
定める基準に従って適正に第一号事業を行うことができないと認められるとき
は、指定事業者の指定をしてはならない。

【介護保険法施行規則】
第百四十条の六十三の六　法第百十五条の四十五の五第二項に規定する厚生労働
省令で定める基準は、市町村が定める基準であって、次のいずれかに該当するも
のとする。
一　第一号事業(第一号生活支援事業を除く。)に係る基準として、次に掲げるい
ずれかに該当する基準
イ　介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成二十七年厚生労働省令第
四号)附則第二条第三号若しくは第四条第三号の規定によりなおその効力を有す
るものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定
介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
(平成十八年厚生労働省令第三十五号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等
基準」という。)に規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に
係る基準の例による基準又は指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指
定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平
成十八年厚生労働省令第三十七号。ロにおいて「指定介護予防支援等基準」とい
う。)に規定する介護予防支援に係る基準の例による基準
ロ　旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス(旧介
護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに限る。)に係る基準又は指
定介護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基
準
ハ　平成二十六年改正前法第五十四条第一項第三号又は法第五十九条第一項第二
号に規定する離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するも
のに住所を有する居宅要支援被保険者等が、平成二十六年改正前法第五十四条第
一項第三号又は法第五十九条第一項第二号に規定するサービスを受けた場合にお
ける当該サービスの内容を勘案した基準
二　第一号事業に係る基準として、当該第一号事業に係るサービスの内容等を勘
案した基準(前号に掲げるものを除く。)

基準所管課

条 項

第115条の45の5第1項

第115条の45の5第1項、第2項
第140条の63の6第1項、第2項
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部 局 名 健康部

課 名 介護保険課
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処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

第１号事業における指定事業所の指定の更新

1～2か月

介護保険法

介護保険法
介護保険法施行規則
都城市介護予防・日常生活支援総合事業における指定事
業者の指定等に関する要綱

№

審 査 基 準

【介護保険法】
第百十五条の四十五の五　第百十五条の四十五の三第一項の指定(第百十五条の
四十五の七第一項を除き、以下この章において「指定事業者の指定」という。)
は、厚生労働省令で定めるところにより、第一号事業を行う者の申請により、当
該事業の種類及び当該事業の種類に係る当該第一号事業を行う事業所ごとに行
う。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で
定める基準に従って適正に第一号事業を行うことができないと認められるとき
は、指定事業者の指定をしてはならない。

【介護保険法施行規則】
(法第百十五条の四十五の五第二項の厚生労働省令で定める基準)
第百四十条の六十三の六　法第百十五条の四十五の五第二項に規定する厚生労働
省令で定める基準は、市町村が定める基準であって、次のいずれかに該当するも
のとする。
一　第一号事業(第一号生活支援事業を除く。)に係る基準として、次に掲げるい
ずれかに該当する基準
イ　介護保険法施行規則等の一部を改正する省令(平成二十七年厚生労働省令第
四号)附則第二条第三号若しくは第四条第三号の規定によりなおその効力を有す
るものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定
介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準
(平成十八年厚生労働省令第三十五号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等
基準」という。)に規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に
係る基準の例による基準又は指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指
定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(平
成十八年厚生労働省令第三十七号。ロにおいて「指定介護予防支援等基準」とい
う。)に規定する介護予防支援に係る基準の例による基準
ロ　旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス(旧介
護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに限る。)に係る基準又は指
定介護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基
準
(法第百十五条の四十五の六第一項の厚生労働省令で定める期間)
第百四十条の六十三の七　法第百十五条の四十五の六第一項の厚生労働省令で定
める期間は、法第百十五条の十一、第百十五条の二十一及び第百十五条の三十一
の規定により読み替えて準用する法第七十条の二第一項に規定する期間を勘案し
て市町村が定める期間とする。

〔※別シートに続く〕

基準所管課

条 項

第115条の45の6第1項

法第115条の45の5第1項、第2
項、規則第140条の63の6第1
項、第2項、第140条の63の7、
要綱第3条第3項



ハ　平成二十六年改正前法第五十四条第一項第三号又は法第五十九条第一項第二号に規定する離島
その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険
者等が、平成二十六年改正前法第五十四条第一項第三号又は法第五十九条第一項第二号に規定する
サービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案した基準

二　第一号事業に係る基準として、当該第一号事業に係るサービスの内容等を勘案した基準(前号に
掲げるものを除く。)

【都城市介護予防・日常生活支援総合事業における指定事業者の指定等に関する要綱】
第3条
3　法施行規則第140条の63の7の規定による指定事業者の指定の期間は、6年とする。



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

49

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

被保険者証の再交付及び返還

1日

介護保険法施行規則

介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法施行規則】
（被保険者証の再交付及び返還）
第二十七条　被保険者証の交付を受けている者は、当該被保険者証を破り、汚
し、又は失ったときは、直ちに、次に掲げる事項を記載した申請書を市町村に提
出して、その再交付を申請しなければならない。
一　氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号
二　再交付申請の理由

基準所管課

条 項

第27条第１項

第27条第１項



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

50

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

特定入所者の負担限度額の認定

30日

介護保険法施行規則

介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法施行規則】
(特定入所者の負担限度額に係る市町村の認定)
第八十三条の六　前条の規定による市町村の認定(以下この条において「認定」
という。)を受けようとする要介護被保険者は、次に掲げる事項を記載した申請
書を市町村に提出しなければならない。
一　前条各号のいずれかに該当する旨
二　氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号
三　指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受け
ている場合にあっては、当該指定施設サービス等又は地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護を受けている介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設の
名称及び所在地
四　前号の介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入所し、又は入院し
た年月日
五　被保険者証の番号
六　特定介護サービスを受ける日の属する年の前年(特定介護サービスを受ける
日の属する月が一月から七月までの場合にあっては、前々年)に厚生労働大臣が
定める年金たる給付の支払を受けている場合にあっては、当該給付の種別

基準所管課

条 項

第83条の6第1項（第97条の4
及び第172条の2において準
用する場合を含む。）
第83条の6第1項（第97条の4
及び第172条の2において準
用する場合を含む。）



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

51

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

負担限度額認定証の再交付

3日

介護保険法施行規則

介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法施行規則】
(特定入所者の負担限度額に係る市町村の認定)
第八十三条の六
７　要介護被保険者は、認定証を破り、汚し、又は失ったときは、直ちに、次に
掲げる事項を記載した申請書を市町村に提出して、その再交付を受けなければな
らない。
一　氏名、性別、生年月日、住所及び個人番号
二　再交付申請の理由

基準所管課

条 項

第83条の6第7項（第97条の4
及び第172条の2において準
用する場合を含む。）
第83条の6第7項（第97条の4
及び第172条の2において準
用する場合を含む。）



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

52

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

―

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

負担限度額及び特定負担限度額の差額の支給

30日

介護保険法施行規則

介護保険法施行規則

№

審 査 基 準

【介護保険法施行規則】
(特定入所者の負担限度額に関する特例)
第八十三条の八　市町村は、認定証を特定介護保険施設等に提示できなかったた
めに食事の提供に要する費用及び居住又は滞在(以下「居住等」という。)に要す
る費用として食費の基準費用額(法第五十一条の三第二項第一号に規定する食費
の基準費用額をいう。)及び居住費の基準費用額(同項第二号に規定する居住費の
基準費用額をいう。)を超えない金額を支払った要介護被保険者について、その
提示できなかったことがやむを得ないものと認められる場合に、当該金額から食
費の負担限度額(同項第一号に規定する食費の負担限度額をいう。第三項におい
て同じ。)及び居住費の負担限度額(法第五十一条の三第二項第二号に規定する居
住費の負担限度額をいう。第三項において同じ。)を控除した額に相当する額を
特定入所者介護サービス費として支給することができる。

基準所管課

条 項

第83条の8第1項（第97条の4
及び第172条の2において準
用する場合を含む。）
第83条の8第1項（第97条の4
及び第172条の2において準
用する場合を含む。）



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

53

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

平成29年12月28日

令和5年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

保険料の徴収猶予

60日

都城市介護保険条例

都城市介護保険条例
都城市介護保険料の徴収猶予及び減免に関する規
則

№

審 査 基 準

【都城市介護保険条例】
(保険料の徴収猶予)
第9条　市長は、法第132条の規定により普通徴収に係る保険料の納付義務を負う
者が次の各号のいずれかに該当することによりその納付すべき保険料の全部又は
一部を一時に納付することができないと認める場合においては、当該保険料の納
付義務を負う者の申請により、その納付することができないと認められる金額を
限度として、6月以内の期間を限って、その保険料の徴収を猶予することができ
る。
(1)　第1号被保険者又はその属する世帯の生計を主として維持する者が、震災、
風水害、火災その他これらに類する災害により、住宅、家財又はその他の財産に
ついて著しい損害を受けたこと。
(2)　第1号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者(以下単に「生計
維持者」という。)が死亡したこと、又はその者が心身に重大な障害を受け、若
しくは長期間入院したことにより、その者の収入が著しく減少したこと。
(3)　生計維持者の収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、
失業等により著しく減少したこと。
(4)　生計維持者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁
その他これらに類する理由により著しく減少したこと。

【都城市介護保険料の徴収猶予及び減免に関する規則】
(徴収猶予)
第7条　条例第9条第1項各号に規定する保険料の徴収猶予の基準等については、
第2条第1項、第3条第1項、第4条第1項及び第6条第1項の規定を準用する。この場
合において、第2条中「第10条第1項第1号」とあるのは「第9条第1項第1号」と、
「減免」とあるのは「徴収猶予」と、第3条中「第10条第1項第2号又は第3号」と
あるのは「第9条第1項第2号又は第3号」と、「減免」とあるのは「徴収猶予」
と、第4条中「第10条第1項第4号」とあるのは「第9条第1項第4号」と、「減免」
とあるのは「徴収猶予」と、第6条中「第10条第1項第1号から第4号まで」とある
のは、「第9条第1項第1号から第4号まで」と、「減免」とあるのは「徴収猶予」
と読み替えるものとする。

基準所管課

条 項

第９条第１項

第9条第1項
第７条



様式Ａ－２

部 局 名 健康部

課 名 介護保険課

54

処 分 権 者

申請に対する処分の内容

根 拠 規 定 ／ 基 準 規 定

根 拠 規 定

基 準 規 定

標 準 処 理 期 間

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

令和4年10月1日

令和5年10月1日

規 定 の 名 称

市長

審査基準整理票

保険料の減免

1日

都城市介護保険条例

都城市介護保険条例
都城市介護保険料の徴収猶予及び減免に関する規
則

№

審 査 基 準

【都城市介護保険条例】
(保険料の減免)
第10条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者のうち必要があると認められ
る者に対し、保険料を減額し、又は免除することができる。
(1)　第1号被保険者又は生計維持者が、震災、風水害、火災その他これらに類す
る災害により、住宅、家財その他の財産について著しい損害を受けたこと。
(2)　生計維持者が死亡したこと、又はその者が心身に重大な障害を受け、若し
くは長期間入院したことにより、その者の収入が著しく減少したこと。
(3)　生計維持者の収入が、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、
失業等により著しく減少したこと。
(4)　生計維持者の収入が、干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作、不漁
その他これらに類する理由により著しく減少したこと。
(5)　前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めた者

【都城市介護保険料の徴収猶予及び減免に関する規則】
（減免の基準等）
第２条　条例第10条第１項第１号の規定に該当し、保険料の減免をすることがで
きる場合は、次の各号のすべてに該当する場合とする。
(１)　住宅、家財その他の財産（以下「財産」という。）の損害金額（保険金、
損害賠償金等により補てんされるべき金額を除く。）が、その財産の価格の合計
額の10分の２以上であること。
(２)　損害を受けた財産が、第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律第123
号。以下「法」という。）第９条第１号に規定する第１号被保険者（生活保護法
（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する被保護者を除く。）をいう。
以下同じ。）又は第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する者（以
下「生計維持者」という。）の所有する財産であること。
２　前項の規定により減免をする額は、次の表の左欄の区分に応じ、中欄又は右
欄の割合を災害（条例第10条第１項第１号に規定する災害をいう。以下同じ。）
を受けた日以降の納期（特別徴収の場合にあっては、当該保険料の徴収に係る特
別徴収対象年金給付の支払日。以下同じ。）に係る当該世帯の保険料（条例第５
条に規定する保険料をいう。以下同じ。）に乗じて得た額とする。
表　(略)

〔※別シートに続く〕

基準所管課

条 項

第10条第１項

第10条第1項
第2条、第3条、第4条、第5
条



第３条　条例第10条第１項第２号又は第３号の規定に該当し、保険料の減免をすることができる場
合は、次の各号のすべてに該当する場合とする。
(１)　生計維持者の該当年中の合計所得金額の見積額が前年中の合計所得金額の10分の５以下に減
少すると認められること。
(２)　生計維持者の前年中の合計所得金額が400万円未満であること。
２　前項の規定により減免する額は、次の表の左欄の区分に応じ、中欄又は右欄の割合を条例第６
条に規定する申請日以降の納期に係る当該世帯の保険料に乗じて得た額とする。
表　(略)
３　生計維持者が災害により、次の各号に掲げる事由に該当することとなった場合の保険料の減免
の額は、前２項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を災害
を受けた日以降の納期に係る当該世帯の保険料に乗じて得た額とする。
(１)　生計維持者が死亡した場合の減免割合　100％
(２)　生計維持者が障がい者（地方税法第292条第１項第10号に規定する障害者をいう。）となった
場合の減免割合　90％
(３)　生計維持者の事業収入の減少による損失額の合計額（保険金、損害賠償金等により補てんさ
れるべき金額を除く。）が平年における事業収入の額の10分の３以上である場合（当該者の合計所
得金額のうち、事業所得以外の所得の合計金額が条例第５条第１項第９号アに規定する金額以上の
者を除く。）の減免の割合　次の表によるものとする。
表　(略)
第４条　条例第10条第１項第４号の規定に該当し、保険料の減免をすることができる場合は、農作
物の減収による損失額の合計額（農作物の減収価格から農業災害補償法（昭和22年法律第185号）に
より補てんされるべき金額を除く。）が平年における当該農作物による収入額の合計額の10分の３
以上である場合とする。ただし、生計維持者の合計所得金額のうち、農業所得以外の所得が400万円
以上の者を除く。
２　前項の減免の対象となる保険料の額は、災害を受けた日以降の納期に係る当該世帯の保険料額
に前年中における合計所得金額に占める農業所得金額の割合を乗じて得た額とし、減免の額は、次
の表の左欄の区分に応じ、右欄の割合を当該保険料に乗じて得た額とする。
表　(略)
第５条　条例第10条第１項第５号に規定する市長が特に必要と認めた者とは、次の各号のいずれか
に該当するものとする。
(１)　第１号被保険者が刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されている者
(２)　前号に掲げるもののほか、保険料を納めることが困難であると認められる者
２　前項第２号に規定する者は、次の各号のすべてに該当するものとする。
(１)　第１号被保険者が令第38条第１項第２号又は第３号に掲げる者であること。
(２)　第１号被保険者の属する世帯の前年中の合計収入金額が１人世帯の場合105万円（世帯員が１
人増えるごとに35万円を加算する。）以下であること。
(３)　第１号被保険者が当該年度分の市区町村民税を課される者の扶養を受けておらず、また、生
計を共にしていないこと。
(４)　第１号被保険者の属する世帯が160万円を超える預貯金がないこと。
(５)　第１号被保険者の属する世帯の世帯員がその居住に要するための不動産（地方税法第73条第
１号に規定する不動産をいう。以下同じ。）以外の不動産（処分可能でないと市長が認める不動産
を除く。）を所有していないこと。
３　減免する保険料の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額とする。
(１)　第１項第１号に該当する場合　法第63条の規定により介護給付が制限されている期間に係る
保険料額
(２)　第１項第２号に該当する場合　当該年度の保険料で、当該第１号被保険者に係る保険料の額
から条例第５条第１項第１号（同条第２項の規定により軽減された後の額とする。）に掲げる額を
控除して得た額。ただし、９月以降に申請した者については、当該第１号被保険者に係る保険料の
額から申請のあった日の属する月の前月まで月割りにより算定した当該第１号被保険者に係る保険
料の額と申請のあった日の属する月から月割りにより算定した条例第５条第１項第１号（同条第２
項の規定により軽減された後の額とする。）に掲げる額を合算した額を控除して得た額とする。


